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白書第１෦では、中小企業・小規模事業者をऔり巻く経営環境にͭいて分析している。৽ܕίϩ
ナ΢Πルスײછ঱（ҎԼ、「ײછ঱」）の̑ྨҠ行で業況が回෮しているҰํ、෺価ߴಅ・人手不足
の課題に௚໘しており、͜うした課題を৐りӽえるたΊには、価格転嫁のଅਐ、࣋ଓతな賃上げ、
賃上げのݪ資֬อに向͚た生産性向上のऔ૊の強化がܽかͤない͜とをࣔしている。

中小企業白書第２෦では、中小企業が環境の変化を৐りӽえ、経営資ݯを֬อして生産性の向上
にͭなげていくたΊのऔ૊や、੒௕にͭながりಘる投資行ಈとそのたΊの資ۚௐୡ、支援機関の໾
ׂと体制の強化にͭいて分析している。੒௕にͭいては、足Լでは໿ׂ̕の中小企業が投資行ಈに
ҙཉతな経営ํ਑をࣔしている͜と、企業の੒௕には、人΁の投資、ઃඋ投資、̢ˍ̖、研究開発
投資といった投資行ಈが༗ޮで͋るとしている。

小規模企業白書第２෦では、小規模事業者がച上げを֬อし今ޙも事業を࣋ଓతに発లさͤてい
くたΊにඞ要となるऔ૊や事業の継ଓにܽかͤない資ۚと人手を֬อするऔ૊、そのたΊの支援機
関の໾ׂと体制の強化にͭいて、分析を行っている。小規模事業者は、ίストを೺Ѳしてదਖ਼な価
格ઃ定を行う͜とや٬ސλーήοトを໌֬にして৽規٬֫ސಘにऔり૊Ή͜とで、ച上ߴの૿Ճに
ͭながる͜とがظ待できる。また、૑業にνャレンジしやすい環境となる中で、૑業に௅ઓするए
年૚が૿えている͜となどをࣔしている。

2024年൛中小企業നॻɾ小ن໛企業നॻの֓ཁ
มԽʹରԠ͢Δ中小企業ڥ؀

͸͡Ίʹ

͜の度、中小企業ிでは、ň2024年൛中小企業白書・小規模企業白書ŉ（ҎԼ、ň白書ŉ）として、

中小企業・小規模事業者のݱ状と௚໘する課題、今ޙのల๬にͭいて分析を行い、中小企業が環境

変化を৐りӽえ、経営資ݯを֬อして生産性の向上にͭなげていくたΊのऔ૊や、੒௕にͭながり

ಘる投資行ಈとそのたΊの資ۚௐୡ、小規模事業者がച上げを֬อし、今ޙも事業を࣋ଓతに発ల

さͤていくたΊにඞ要となるऔ૊、事業の継ଓにܽかͤない資ۚと人手を֬อするऔ૊、支援機関

の໾ׂと体制の強化などをऔりまとΊた。本ߘでは、白書の概要にͭいて঺հする。
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中小企業ɾ小ن໛ࣄ業ऀのಈ޲

˗ྩ࿨̒年ೳొ൒ౡ஍਒のඃࡂ஍Ҭのঢ়گ

2024年１月に発生したྩ࿨̒年ೳొ൒ౡ஍

਒のඃࡂ஍Ҭの状況を概؍するとともに、当֘

。を֬ೝするڹのӨ֐ࡂ

まͣ、ඃࡂ஍Ҭの経ࡁ概要を֬ೝする。ੴ

઒ݝ、෋ݝࢁ、৽ׁݝ、෱Ҫݝのいͣれも、65

のׂ߹が全ޱҎ上人ࡀのׂ߹と75ޱҎ上人ࡀ

国ฏۉを上回っており、中でも、ඃ֐のେきな

ೳొ൒ౡ̒ࢢ町（ࣣඌࢢ、ྠౡࢢ、चऱࢤ、ࢢ

լ町、݀ਫ町、ೳొ町）においては、ඃࡂҎલ

からྸߴ者のׂ߹がߴい͜とがうかがえる。ま

た、ೳొ൒ౡ̒ࢢ町には、8
086事業所がଘࡏし、

ੴ઒ݝ಺にଘࡏする事業所の໿14.3�を઎Ίて

いる。

次に、当֘֐ࡂのӨڹを֬ೝする。๺཮̏ݝ

と৽ׁݝを中৺に、෯広い஍Ҭにお͚る産業の

ओ要な生産ڌ఺を࣋ͭ企業と஍場の企業、そ

れらからӨڹをड͚ಘるセοトϝーΧーなどに

おいて、ݐ෺やઃඋのଛই౳のඃ֐が多数発

生している͜とがใࠂされた。また、಺閣෎が

ެ表したੴ઒ݝ、෋ݝࢁ、৽ׁݝを対৅とした

ྩ࿨̒年ೳొ൒ౡ஍਒のストοΫ໘΁のӨࢼڹ

算
1

を֬ೝしたと͜Ζ、ੴ઒ݝ・෋ݝࢁ・৽ׁ

のᆝଛֹは໿1.1ݝ ʙ 2.6ஹԁとਪܭされてい

る。今回のࢼ算はඃֹ֐をੵΈ上げたものでは

なく、ࢢ町ଜごとの਒度にͮجいた機ցతなࢼ

算で͋り、෯を࣋ってݟるඞ要が͋るが、今ޙ

1　 ಺閣෎「月ྫ経ࡁใࠂ౳に関する関܎閣྅会議資料」（2024年1月25日）
2　 （株）東京商工Ϧαーν「全国企業౗産状況」

もඃ֐状況の೺Ѳに౒Ί、෮چ・෮ڵを支援

していく͜とがॏ要で͋る。

˗৽ܕίϩφ΢Πϧεײછ঱のৼΓฦΓ

2020年Ҏ߱のײછ঱のײછ֦େに൐い、੓

෎は緊ٸ事ଶએݴ౳によるٳ業要੥ຢは営業

࣌ؒ୹ॖ要੥を࣮ࢪした。そのӨڹをड͚る中

小企業・小規模事業者に対しては、事業の継

ଓやޏ༻のҡ࣋に向͚た緊ٸతな支援ࡦが࣮

ײされた。中小企業・小規模事業者にお͚るࢪ

છ঱に関する੓෎ࡦࢪのར༻経ݧを֬ೝした

と͜Ζ、回౴した企業のうち൒数ۙくが、「࣋

ଓ化څ෇ۚ」、「ޏ༻ௐ੔ॿ੒ۚ」、「੓෎ۚܥ

༥機関による࣮࣭無རࢠ・無担อ༥資」、「ຽؒ

ۚ༥機関による࣮࣭無རࢠ・無担อ༥資」をར

༻しており、͜うした੓෎ࡦࢪが෯広くར༻さ

れていた͜とがࣔࠦされる。

「ब業者数」、「全ࣦ業者数׬」、「全ࣦ業཰׬」

のਪҠをݟると（ୈ̍図）、Ϧーマン・γϣοΫ

のӨڹによって「׬全ࣦ業཰」が5.1ˋまで上

ঢした2009年とൺべ、2020年は「׬全ࣦ業者

数」の૿Ճ෯が小さく、「׬全ࣦ業཰」は2.8�

となっている。また、౗産݅数はײછ঱Լで͋

る2020年から2022年にか͚て、ൺֱత௿ਫ४

でਪҠしている
2

。そのޙ、֤छાஔのऴྃに

൐い、౗産݅数は૿Ճに転͡たものの、ࣦ業཰

は௿ਫ४が継ଓしている。
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˗中小企業ɾ小ن໛ࣄ業ऀの業گ

ଓいて、中小企業の業況を֬ೝする。企業

規模ผに業況൑அ%*のਪҠをݟると（ୈ̎図）、

2023年の第１࢛൒ظから第࢛̏൒ظにお͚る中

小企業・小規模事業者のܠ況ೝࣝは、1994年

Ҏ߱ߴ࠷ਫ४となっている。ച上%*にͭいても、

2023年຤にか͚てച上げの޷転にҰ෰ײがݟ

られたものの、経ࡁの状況は改善جௐが継ଓし

ている͜とが分かる（ୈ̏図）。

ୈ̍ਤɹ׬શࣦ業཰ɾ׬શࣦ業ऀ਺ɾब業ऀ਺のਪҠ（中നୈ��2�2�ਤ）
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ୈ̎ਤɹ業گ൑断%*のਪҠ（企業ن໛ผ）（中നୈ�����ਤ）

ୈ̏ਤɹ中小企業のച্%*のਪҠ（中നୈ�����ਤ）
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˗ਓखෆ଍のਂࠁԽ

次に、中小企業のै業員数ա不足%*のਪҠ

を֬ೝしたと͜Ζ、需要回෮をड͚て中小企業

のച上げが回෮جௐに͋る中で、人手不足ײ

はঃʑに強まっている͜とが分かる。中小企業

において、需要回෮をड͚て人手不足がਂࠁ

化している͜とがࣔࠦされる。

生産年ྸ人ޱ・生産年ྸ人ޱ（ঁ性）・65 ʙ

ると（ୈ̐ݟにお͚るब業཰のਪҠをޱ人ࡀ69

図）、生産年ྸ人ޱは௕ظతにݮগ܏向に͋る

が、ঁ性の生産年ྸ人ޱとྸߴ者で͋る65 ʙ

、に上ঢしてきた。しかしڞのब業཰はޱ人ࡀ69

2019年から足Լの2023年にか͚ては、ঁ性の

生産年ྸ人ޱのब業者数はԣ͹いでਪҠし、

65 ʙ 向となって܏গݮのब業者数はޱ人ࡀ69

いる。͜の͜とから、生産年ྸ人ޱのݮগがਐ

Ή中で、ঁ性・ྸߴ者が補うܗで全体の࿑ಇ

力がҡ࣋されてきたものの、足Լではそれも಄

ଧちとなり、人ࡐのڅڙ制໿に௚໘している͜

とがࣔࠦされる。

ୈ̐ਤɹੜ࢈年ྸਓޱͱ��ʙ （�ਤߟࢀ�����中നୈ）（業ผ࢈）のब業ऀ਺ɾब業཰のਪҠޱਓࡀ�9
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গͱਓख֬ݮҰਓ౰ͨΓ࿑ಇ࣌ؒのऀ༺ޏ˗

อのͨΊのऔ૊

人ࡐのڅڙ制໿にՃえて、ޏ༻者Ұ人当たり

࿑ಇ࣌ؒのݮগも࿑ಇ投ೖྔをԼԡししている

（ୈ̑図）。2010年代Ҏ߱、ޏ༻者Ұ人当たり࿑

ಇ࣌ؒがݮগする中で、企業はޏ༻者数を૿

Ճさͤる͜とで࿑ಇ投ೖྔの૿Ճにͭなげてき

た。足Լでは࿑ಇ࣌ؒがେきくݮগする中でޏ

༻者数は಄ଧちとなっており、࿑ಇ投ೖྔは৳

ͼ೰Μでいる。

課題となる人手֬อにͭいて、人手が不足

していない企業にその要Ҽをฉいたと͜Ζ、「賃

ۚや賞༩のҾき上げ」に次いで、「ಇきやすい

৬場ͮくり」がڍげられ、人ࡐをे分に֬อで

きている企業では、ಇきやすい৬場環境・制度

の੔උがਐΜでいる͜とが分かる。

ୈ̑ਤɹ࿑ಇ౤ೖྔのཁҼ෼ղ（ର200�年ൺ）（中നୈ����9ߟࢀ�ਤ）
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人ࡐ採༻にお͚る課題として、ׂ̒௒の企業

が「応募がগない」という課題をڍげているݱ

状を౿まえ、応募を֬อするたΊのऔ૊として、

「੡඼・αーϏスのࠩผ化度߹い」にண໨して

分析を行った。「੡඼・αーϏスのࠩผ化度߹い」

にͭいて、「େいにできている」、「͋るఔ度で

きている」とした企業は、「͋まりできていない」、

「全くできていない」と౴えた企業にൺべて、

े分ຢは͋るఔ度応募が͋ると౴えたൺ཰が

い͜とが分かった。͜の͜とから、੡඼・αߴ

ーϏスのࠩผ化によりࣗ社のັ力をߴΊる͜と

が、ྑ޷な応募状況にͭながるՄೳ性がࣔࠦ

される。

次に、人ࡐの定ணに向͚たऔ૊にͭいて֬

˗ਓࡐの֬อɾҭ੒

中小企業が対応の༏ઌ度がߴいと考えてい

る経営課題にͭいて۩体తにݟると（ୈ̒図）、

「人ࡐの֬อ」、「人ࡐのҭ੒」が上Ґにฒͼ、

人ݮޱগトレンυがଓく中で、「人ࡐの֬อ」

はආ͚ては通れない経営課題とೝࣝされてい

る。

ୈ̒ਤɹ中小企業のܦӦ՝୊（中നୈ2����ਤ）
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ೝしていく。人ࡐの定ண状況にͭいて、「े分

に定ணしている」と回౴した企業は、「賃上げ」、

「ઐ໳性に応͡た業務分担・഑ஔ」、「キャϦΞ

ϓϥンの໌֬化」などにੵۃతにऔり૊Μでい

る͜とが分かった。また、「৬場環境の੔උ」

は人ࡐの֬อ・定ணの྆໘においてॏ要な要

ૉになっているՄೳ性が͋り、「৬場環境の੔

උ」に向͚たऔ૊にੵۃతで͋る΄ど、ै業員

数が૿Ճしていると回౴するׂ߹がߴい͜とも

分かった。

ҭ੒のऔ૊にͭいて֬ೝしてࡐに、人ޙ࠷

いく。人ࡐҭ੒のऔ૊を「૿やした」企業は、「૿

やしていない」企業とൺֱし、より人ࡐが定ண

している܏向がࣔされた。また、人ࡐҭ੒のऔ

૊の૿ݮผに、ച上ٴߴͼ࿑ಇ生産性の変化

཰をݟると（ୈ̓図）、人ࡐҭ੒のऔ૊を「૿

やした」企業ではച上ߴ、࿑ಇ生産性ڞに૿

Ճしている͜とが֬ೝでき、人ࡐҭ੒のऔ૊が

業੷の向上にͭながるՄೳ性がࣔࠦされる。

ୈ̓ਤɹച্ٴߴͼ࿑ಇੜੑ࢈のมԽ཰（ਓࡐҭ੒のऔ૊の૿ݮผɺ中ԝ஋）（中നୈ2���2�ਤ）
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˗࣋ଓతͳ௞্͛

͜͜で、足Լの賃ۚٴͼ賃上げのಈ向を֬

ೝする。2023年度までの࠷௿賃ۚのਪҠをݟ

ると（ୈ̔図）、2022年度において全国Ճॏฏ

௿賃ۚは、2023年10月࠷で961ԁで͋ったۉ

に全国Ճॏฏۉで43ԁ、લ年度ൺで4.5ˋのҾ

上げが࣮ࢪされた͜とにより、2023年度におい

ては全国Ճॏฏۉで1
004ԁとなっている。࠷

௿賃ۚのҾ上げ෯はա࠷ڈେをߋ৽している

͜とが分かる。

3　 ް生࿑ಇ省「ྩ࿨̑年度中央࠷௿賃ۚ৹議会໨҆に関する小ҕ員会（第２回）」

また、全国Ճॏฏۉの࠷௿賃ۚが2022年度

に961ԁにҾき上げられたࡍに、改ਖ਼ޙの࠷௿

賃ֹۚをԼ回る͜とになる࿑ಇ者のׂ߹は19.2

ˋと、2020年度の4.7ˋ、2021年度の16.2ˋに

ൺべてେ෯に૿Ճした͜とがࣔされている
3

。

௿賃ۚのҾ上げに൐い、賃上げを行うඞ要の࠷

͋る࿑ಇ者૚が૿Ճしている͜とから、ޏ༻の

େ෦分を઎Ίる中小企業・小規模事業者にお

いて賃上げのඞ要性がߴまっている͜とがࣔࠦ

される。

ୈ̔ਤɹ࠷௿௞ۚのਪҠ（中നୈ��4��ਤ）
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͜͜で、賃上げに向͚た中小企業・小規模事

業者のऔ૊状況を֬ೝする。2022年から2024 

年までの֤年度にお͚る中小企業の賃上げの

ると（ୈ1�図）、2024年度ݟ༧定のਪҠをࢪ࣮

において「業੷が޷ௐ・改善しているたΊ賃上

げを࣮ࢪ༧定」、ٴͼ「業੷の改善がݟられな

Ұํで、賃上げのਫ४はΠンϑレ཰に௥いͭ

いていない。2016年1月から2023年12月まで

のফඅ者෺価ࢦ数・賃ۚࢦ数・ফඅ者ଶ度ࢦ

数のਪҠをݟると（ୈ̕図）、લड़した賃上げ

཰の上ঢなどをഎܠに、「賃ۚࢦ数」は2020 

年Ҏ߱上ঢجௐでਪҠしているものの、「ফඅ

者෺価ࢦ数」が「賃ۚࢦ数」を上回るペース

で上ঢをଓ͚ており、ফඅ者マΠンυを表す「ফ

අ者ଶ度ࢦ数」は৳ͼ೰Μでいる͜とが分かる。

中小企業・小規模事業者でも賃上げのಈきは

ਁಁしͭͭ͋るが、෺価上ঢに௥いͭいていな

い͜とから、෺価上ঢにݟ߹った賃上げを通͡

て、需要の֦େにͭなげる޷॥環を࣮ݱするた

Ί、ߋなる賃上げに向͚たऔ૊をਐΊる͜とが

ॏ要で͋る。

ୈ̕ਤɹফඅऀ෺Ձࢦ਺ɾ௞ۚࢦ਺ɾফඅऀଶ౓ࢦ਺のਪҠ（中നୈ��4�4ਤ）
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さらに、賃上げのݪ資֬อのたΊに行ったऔ

૊に関するΞンέート݁Ռを֬ೝしたと͜Ζ、

「特に対応はしていない（ऩӹをѹഭしている）」

と回౴した企業が࠷も多かった。͜ の͜とから、

人ࡐ採༻強化や定ண཰向上のたΊに賃上げの

ඞ要性をഭられる状況に͋りながら、そのݪ資

֬อにྀۤしている企業が多くଘࡏしている͜

とがࣔࠦされる。

いが賃上げを࣮ࢪ༧定」としている企業が、ど

ちらも2022年度・2023年度とൺべて૿Ճして

いる͜とが分かる。賃上げにऔり૊Ή企業はண

࣮に૿ՃしているҰํで、「業੷の改善がݟら

れないが賃上げを࣮ࢪ༧定」とする、いΘΏる

「๷Ӵత賃上げ」を行う企業が࠷も多く、36.9

ˋとなっている。また、同ௐࠪにおいて、「業

੷の改善がݟられないが賃上げを࣮ࢪ༧定」と

している企業が、賃上げを࣮ࢪするཧ༝を֬ೝ

したと͜Ζ、େ൒の企業が「人ࡐの֬อ・採༻」、

「෺価上ঢ΁の対応」をڍげており、「๷Ӵత賃

上げ」を行うഎܠとして、人ࡐ採༻強化や定ண

཰向上にऔり૊Ήඞ要性がߴまっている͜とが

ࣔࠦされる。

ୈ�0ਤɹ中小企業ʹ͓͚Δ௞্͛の࣮ࢪ予ఆ（中നୈ��4��ਤ）ୈ�0ਤɹ中小企業ʹ͓͚Δ௞্͛の࣮ࢪ予ఆ（中നୈ��4��ਤ）
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˗লྗԽ౤ࢿ

কདྷతなब業者数のݮগが༧ଌされている

中、人手にґଘしないΦペレーγϣンのߏங、

ઃඋ投資といったऔ૊により、人手不足に対応

していくࢹ఺もॏ要で͋る。人手不足΁の対応

อにՃえて省力化に֬ࡐとして、採༻౳の人ࡦ

向͚たઃඋ投資もඞ要で͋るが、規模の小さな

企業΄ど省力化投資がਐΜでおらͣ、省力化

のऔ૊༨஍がେきい（ୈ11図）。

ୈ��ਤɹਓखෆ଍ରԠのऔ૊の಺༁（中നୈ����9ߟࢀ�ਤ）
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次に、中小企業にお͚る省力化投資の活༻

状況と、活༻によってظ待されるޮՌや課題に

ͭいて֬ೝしていく。人手不足対応を໨తとし

たઃඋ投資にͭいて、௚ۙ̑年ؒでの࣮ࢪ༗無

を֬ೝしたと͜Ζ、回౴した໿２ສ者のうち

35.1ˋが「࣮ࢪした」と回౴している。省力化

投資は、人手不足の؇࿨だ͚でなく、人ࡐのߴ

෇Ճ価஋業務΁の഑ஔ転׵、ޮ཰化に൐う࢒

業代౳のίストݮ࡟をもたらし、ച上ߴ・経ৗ

རӹにもϓϥスのӨڹをٴ΅しているՄೳ性が

ࣔࠦされる（ୈ12図）。中小企業の省力化投資

は֦େ༨஍がେきく、今ޙ、औ૊が広がってい

く͜とがظ待される。

ୈ�2ਤɹച্ （中നୈ2���4�ਤ）（༗無ผɺ中ԝ஋ࢪの࣮ࢿਓखෆ଍ରԠΛ目తͱͨ͠ઃඋ౤）ৗརӹのมԽ཰ܦɾߴ
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˗ੜ্޲ੑ࢈のඞཁੑ

2005年から2022年にか͚てのҰ人当たり໊

໨(%1ฏۉ੒௕཰は、日本はଞ国とൺべて௿く、

日本の経ࡁ੒௕は海外とൺべてྼݟりする状況

に͋る。今ޙ、人ݮޱগによりब業者数がݮগ

していく͜とがࠐݟまれる中で、Ұ人当たり໊

໨(%1をԤถฒΈの੒௕཰で૿Ճさͤ、国ࡍ

૪力をҡ࣋していくたΊには生産性向上がඞڝ

4　総務省・経ࡁ産業省「ྩ࿨̏年経ࡁセンαスʵ活ಈௐࠪ」再ฤՃ工。͜͜での࿑ಇ生産性とは、企業ϕースの「७෇Ճ価஋ֹ/ै業員数」とする。͜
͜での「小規模事業者」とは、中小企業ج本๏に定Ίる「小規模企業者」の͜とをࢦし、「中規模企業」とは、中小企業ج本๏に定Ίる「中小企業者」
のうち、「小規模企業者」をআいた者をいう。「େ企業」とは、「中規模企業」と「小規模事業者」Ҏ外の企業をいう。

要となる（ୈ1�図）。ݱ状、日本の࿑ಇ生産性

はओ要0E$%Ճໍ国とൺֱして௿く（ୈ1�図）、

また、国಺の企業規模ผに࿑ಇ生産性をൺֱ

すると、小規模事業者（168ສԁ）、中規模企

業（315ສԁ）、େ企業（605ສԁ）とࠩが生͡

ている
4

。今ޙ、日本の国ڝࡍ૪力をҡ࣋する

たΊには特に中小企業の生産性向上がඞ要と

いえる。

資料：（左図）総務省「労働力調査（基本集計）」、「人口推計」、内閣府「国民経済計算」、国立社会保障・人口問題
研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」、（右図）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年次推計（フ
ロー編）ポイント ６. GDPの国際比較」（2023年12月）より中小企業庁作成
（注）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」に基づく男女別の生産年齢人口及び65
歳以上人口の変化率から算出した就業者数の推計値と、総人口の将来推計を前提として、1994～2022年の生産性向上率
を維持した場合、国民一人当たり名目GDPを欧米並みに成長させる場合、国民一人当たり名目GDPを各国平均（日本を除く
11か国）並みに成長させる場合のそれぞれの場合における必要な生産性（就業者一人当たり名目GDP）について推計を行っ
たもの。
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）人/円万：性産生（）人万：数者業就、円千：PDG目名りた当人一（

推計

（年）

生産性

一人当たり名目GDP欧米並み成長
+1.9％経済成長

+2.1％生産性向上

一人当たり名目GDP
各国並み成長

+4.4％経済成長

一人当たり名目GDP
各国並み成長

+4.4％経済成長 一人当たり名目GDP
欧米並み成長

+1.9％経済成長
＋2.1％生産性向上

生産性向上率現状維持
+0.2％生産性向上

生産性向上率
現状維持

+0.2％生産性向上

2005～2022年
一人当たり名目GDP
平均成長率（％）

アメリカ +3.3

カナダ +2.9

ドイツ +2.2

イギリス +0.8

フランス +1.2

イタリア +0.8

日本 ▲ 0.3

韓国 +3.4

ロシア +8.5

中国 +12.7

ブラジル +5.0

インド +7.8
各国平均

日本除く上記11か国
+4.4

うち欧米平均 +1.9

1994～2022年
生産性向上率

一人当たり名目GDPを
欧米並みに成長させるために
必要な生産性向上率

+0.2 +2.1

ୈ��ਤɹब業ऀ਺のݮগͱڝࡍࠃ૪ʹඞཁͳੜ্޲ੑ࢈のࢉࢼ（中നୈ�����9ਤ）
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˗ੜੑ࢈の෼ࢠɾ෇ՃՁ஋の͚ͯ޲ʹ্޲

生産性向上に向͚て、日本企業は௿ίスト化・

数ྔ֬อのऔ૊をଓ͚てきた。͜の݁Ռ、ച上

やརӹ཰はେ企業が૿ՃするҰํ、中小企ߴ

業は発஫ଆのച上ݪ価௿ݮのಈきの中で௿໎

してきた（ୈ1�図、ୈ1�図、ୈ1�図）。今ޙは

௿ίスト化・数ྔ૿ՃҎ上に、୯価のҾき上げ

による生産性向上も௥ٴするඞ要が͋る。

ୈ�4ਤɹओཁͳ0E$%Ճໍࠃの࿑ಇੜੑ࢈（ब業ऀҰਓ౰ͨΓɺ2022年）（֓ཁ��ϖʔδਤ̎）

ୈ��ਤɹച্ݪՁɾച্ݪՁ཰のਪҠ（中നୈ2ߟࢀ������ਤ）
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ୈ��ਤɹਓ݅අɾ࿑ಇ෼഑཰のਪҠ（中നୈߟࢀ�������ਤ）

ୈ��ਤɹച্ߴɾച্ߴӦ業རӹ཰のਪҠ（中നୈߟࢀ�������ਤ）
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˗औҾՁ֨దਖ਼ԽɾՁ֨転Շ

લड़した賃上げのݪ資֬อに向͚ては価格

転嫁のଅਐがॏ要で͋る。中小企業のച上୯

価%*、ࡐݪ料・商඼࢓ೖ୯価%*、採算（経ৗ

རӹ）%*のਪҠ
5

を֬ೝしたと͜Ζ、2021年Ҏ߱、

ച上୯価が上ঢすると同࣌に࢓ೖ୯価も上ঢ

5　 中小企業ி・（ಠ）中小企業ج൫੔උ機ߏ「中小企業ܠ況ௐࠪ」

する܏向となっている。それに߹Θͤて採算

%*も改善しͭͭ͋るが、ґવとしてマΠナスਫ

४で、中小企業の賃上げのݪ資֬อをਐΊる

たΊにも、࢓ೖ価格上ঢに対するൢച価格΁

の転嫁がॏ要な課題で͋る͜とがࣔされてい

る。

また、͜ のようにݪ価௿ݮのऔ૊がଓく中で、

企業の投資・ஷ஝όϥンスをΈると、2000年

代Ҏ߱、େ企業・中小企業ともにஷ஝௒ա෯が

֦େしてきた（ୈ1�図）。௿ίスト化・数ྔ֬

อのऔ૊によって企業の投資性向が௿Լしてき

たものと考えられるが、今ޙは生産性の分ࢠと

なる෇Ճ価஋向上に向͚たલ向きな投資活ಈに

もظ待したい。

ୈ��ਤɹ企業の౤ࢿɾஷ஝όϥϯε（企業ن໛ผ）（中നୈ4ߟࢀ�����ਤ）
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次に、価格ަবٴͼ価格転嫁のಈ向をݟて

いく。2023年̏月と2023年̕月にお͚る価格

ަবの࣮ࢪ状況
6

をݟると（ୈ1�図）、「価格ަ

বをر๬したが、ަবが行Θれなかった」と回

౴したׂ߹は17.1ˋから7.8ˋに௿Լし、「発஫

6　中小企業ி「価格ަবଅਐ月ؒϑΥϩーΞοϓௐࠪ」ɿ中小企業ிが2022年̑ʙ̒月、̕ʙ 11月において全国150
000社、2023年̐ʙ̑月、10 ʙ 12月
において全国300
000社の中小企業౳を対৅にΞンέートௐࠪを࣮2022）ࢪ年̏月ɿ回౴企業数13
078社（˞回౴からநग़される発஫ଆ企業数はԆべ
25
575社）、回ऩ཰8.7ˋ。2022年̕月ɿ回౴企業数15
195社 （˞回౴からநग़される発஫ଆ企業数はԆべ17
848社）、回ऩ཰10.1ˋ。2023年̏月ɿ回౴
企業数17
292社（˞回౴からநग़される発஫ଆ企業数はԆべ20
722社）、回ऩ཰5.8ˋ。2023年̕月ɿ回౴企業数36
102社（˞回౴からநग़される発஫
ଆ企業数はԆべ44
059社）、回ऩ཰12.0ˋ。）。

企業から、ަবのਃೖれが͋り、価格ަবが行

Θれた」と回౴したׂ߹は7.7ˋから14.3ˋに

上ঢしている͜とが分かる。͜の݁Ռから、価

格ަবがՄೳなऔҾ環境はৢ੒されͭͭ͋る

と考えられる。

ୈ�9ਤɹՁ֨ަবの࣮ࢪঢ়گ（中നୈ��4��0ਤ）
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転嫁཰向上のたΊには、「ύートナーγοϓ

「ݴஙએߏ
7

のऔ૊もॏ要で͋る。ύートナーγ

οϓߏஙએݴの༗無ผに、価格ڠ議の࣮ࢪ状

況をݟると（ୈ21図、ୈ22図）、ύートナーγ

οϓߏஙએݴにͭいてެ表している「એݴ企業」

は、「ඇએݴ企業」とൺべて、より多くの発஫

7　ύートナーγοϓߏஙએݴは、「αϓϥΠνΣーン全体のڞଘڞӫと৽たな連携」、「਌事業者とԼ੥事業者との๬ましいऔҾ׳行の९क」にॏ఺తにऔ
り૊Ή͜とで৽たなύートナーγοϓをߏஙする͜とを、企業の代表ݖを༗する者の໊લでએݴするもの。

ઌと価格ڠ議を行っており、価格転嫁にもより

向に͋る。ただし、価܏いਫ४で応͡ているߴ

格ڠ議にे分に応͡ていない企業もҰ定数ଘ

の࣮ޮ性向上のたΊのऔ૊もݴしており、એࡏ

ॏ要で͋る。

また、֤ίストの変ಈに対する価格転嫁཰の

ਪҠをݟると（ୈ2�図）、2022年̏月から2023 

年̏月にか͚ての価格転嫁཰（࢓ೖ価格の上

ঢ分をൢച価格に転嫁できているׂ߹）のਪ

Ҡは、いͣれのίスト要ૉにͭいてもे分な価

格転嫁ができているとはいえないਫ४でਪҠし

ており、価格転嫁཰向上のたΊのऔ૊強化が

課題で͋るといえる。

ୈ20ਤɹ֤ίετのมಈʹର͢ΔՁ֨転Շ཰のਪҠ（中നୈ��4���ਤ）
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ୈ2�ਤɹՁ֨ٞڠঢ়گ（ύʔτφʔγοϓߏஙએ言の༗無ผ）（中നୈ��4���ਤ）

ୈ22ਤɹՁ֨൓өঢ়گ（ύʔτφʔγοϓߏஙએ言の༗無ผ）（中നୈ��4���ਤ）
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ܧ業ঝࣄ˗

次に、事業承継のݱ況を֬ೝする。経営者

年ྸの分෍の状況をݟると（ୈ2�図）、2000年

の経営者年ྸのϐーΫ（࠷も多い૚）は「50

ʙ 、化がਐΈྸߴで͋ったが、ঃʑに「ࡀ54

2015年には「65 ʙ 。がϐーΫとなっている「ࡀ69

しかし、2023年には「55 ʙ をϐーΫと「ࡀ59

して分ࢄしている状況が֬ೝできる。͜の͜と

から、足Լでは経営者年ྸの分෍がฏ४化し

8　 （株）ఇ国σーλόンΫ「企業概要ϑΝΠル」、「৴༻ௐࠪใࠂ書」再ฤՃ工
9　 日本੓ۚࡦ༥ެݿ総߹研究所「中小企業の事業承継に関するΠンλーωοトௐࠪ（2023年ௐࠪ）」、2023年

ͭͭ͋る͜とが分かる。

Ұํで、中小企業のޙ継者不ࡏ཰は、2018

年（67.2�）Ҏ߱௿Լ܏向に͋るものの、2023

年でも54.5ˋと、൒数ۙくの企業でޙ継者が不

で͋るࡏ
8

。また、ޙ継者が決まっている中小

企業においても「ޙ継者の経営ೳ力」や「相

ଓ੫・ଃ༩੫の໰題」といった承継の課題を๊

えている企業がݟられる。
9

ୈ2�ਤɹ中小企業のܦӦऀ年ྸの෼෍（年୅ผ）（中നୈ����29ਤ）

˗(9（άϦʔϯɾτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯ）

஍ٿ規模の課題で͋るީؾ変ಈ໰題のղ決

に向͚て、୤୸ૉ化΁の機ӡはੈքతにߴまっ

ている。զが国でも2030年度のԹࣨޮՌΨス

とݱ2050年ΧーϘンχϡートϥル࣮、ݮ࡟ˋ46

いう໨ඪに向͚て、ࣗらの事業活ಈに൐うഉग़

だ͚でなく、ࡐݪ料や෦඼のௐୡ、੡඼の࢖༻

ஈ階もؚΊてαϓϥΠνΣーン全体のഉग़ྔを
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するಈきがग़てきており、中小企業・小規ݮ࡟

模事業者においても୤୸ૉ化をਐΊるχーζは

、い。また、୤୸ૉ化のऔ૊をਐΊる͜とはߴ

஍ٿԹஆ化の๷ࢭにݙߩできるだ͚でなく、ࣗ

社の事業の(Xをଅし、৽たな需要を֫ಘする

͜とにͭながるなど、ऩӹ向上にد༩するՄೳ

性もൿΊている。(Xに向͚たऔ૊にͭいては、

支援機関΁の相談経ݧが͋る企業΄どऔ૊状

況がਐలしているׂ߹がߴい͜とがࣔされてお

り、(Xをԁ׈にਐΊるたΊには支援機関を活

༻する͜とも༗ޮで͋ると考えられる。

˗%9（σδλϧɾτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯ）

2019年から2023年までの̑年ؒにおいて、

%Xのऔ૊にண手する中小企業は年ʑ૿Ճして

いる。Ұ෦の企業ではR1Aなどのઌਐతなσ

ジλルٕज़を活༻しながら、ϏジωスϞσルの

変ֵやڝ૪力向上にͭなげるಈきもݟられてい

る。ݱ状は業務ޮ཰化やίストݮ࡟を໨తとし

たऔ૊が多いものの、͜のようなઌਐతな%X

のऔ૊は、৽規事業૑ग़や෇Ճ価஋向上など、

ࣗ社の੒௕にもͭながりಘる手ஈで͋る͜とが

ࣔされている。

มԽʹରԠ͢Δ中小企業ڥ؀

中小企業の業況൑அ%*は໿30年Ϳりのߴਫ

४に回෮、ઃඋ投資が৳ͼているஹީがݟら

れ、投資ҙཉが֦େしͭͭ͋る。Ұํで、企

業の人手不足はਂࠁ化しており、ߏ଄తにもब

業者数の૿ՃがࠐݟΊない中で、日本の国ڝࡍ

૪力をҡ࣋するたΊには、中小企業の生産性の

Ҿ上げがඞ要で͋る͜とを֬ೝした。

͜うした఺から、今年の中小企業白書では、

環境変化を৐りӽえ、経営資ݯを֬อして生産

性の向上にͭなげていくたΊのऔ૊や、੒௕に

ͭながりಘる投資行ಈにͭいてয఺を当てた分

析を行った。足Լでは、໿ׂ̕の中小企業が投

資行ಈにҙཉతな経営ํ਑をࣔしている。௅ઓ

ҙཉの͋る中小企業は、Ҭ಺経ࡁのݗҾや外

՟֫ಘにݙߩし、賃上げをՄೳとする࣋ଓతな

རӹを生Έग़すような企業΁੒௕する͜とがظ

待される。͜ うした投資行ಈにҙཉతな企業は、

日本経ࡁ全体の生産性向上の؍఺からもϓϥス

のޮՌが͋るものと考えられる。今は投資行ಈ

にੵۃతでない企業もҰ定数ݟられるが、ࠁʑ

と変化する外෦環境に対応するたΊには、小さ

なऔ૊でも行ಈしていく࢟੎が、経営にとって

もྑいޮՌを༩えるものと考えられる。

˗中小企業の੒௕

企業の੒௕には、人΁の投資の΄かにも、ઃ

උ投資、̢ˍ̖、研究開発投資といった投資行

ಈが༗ޮなՄೳ性が͋る。白書では、੒௕投

資にҙཉతな中小企業にͭいて、企業行ಈや

業੷ಈ向の֬ೝを行った上で、੒௕に向͚たऔ

૊を分析している。本ߘでは、その中から̢ˍ

̖に関する分析を঺հする。

˗੒௕౤ࢿ΁のҙཉ

中小企業の2023年にお͚る経営ํ਑を֬ೝ

したと͜Ζ、「৽たな需要を֫ಘするたΊの行

ಈをするべき」、「෇Ճ価஋をߴΊるたΊの行ಈ

をするべき」と回౴した企業のׂ߹は߹ܭで໿

ׂ̕で͋り、中小企業の投資ҙཉがߴまってい

る͜とがうかがえる。࣮ࡍに、ઃඋ投資や̢ˍ
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̖、研究開発、σジλル化にऔり૊Ή中小企業

が૿Ճしており、͜れらの投資行ಈがച上ߴの

૿ՃにͭながるՄೳ性もࣔされた。

また、投資ҙཉと業੷ಈ向の関܎にͭいて、

ച上ߴ、経ৗརӹ、࿑ಇ生産性の変化཰を分

析した。͜れをݟると（ୈ2�図）、ച上ߴにͭ

いては、「෇Ճ価஋をߴΊるたΊの行ಈをする

べき」と回౴した企業で࠷も૿Ճしており、経

ৗརӹٴͼ࿑ಇ生産性にͭいては、「৽たな需

要を֫ಘするたΊの行ಈをするべき」と回౴し

た企業で࠷も૿Ճしている͜とが分かる。今回

のௐࠪだ͚でҰ概にݴえないものの、投資行ಈ

にফۃతな企業のച上ٴߴͼ࿑ಇ生産性の変

化཰は負のਫ४となっており、ࠁʑと変化する

外෦環境の中で、ݱ状規模で事業をҡ࣋さͤ

ていくたΊで͋っても、「৽たな需要を֫ಘす

る」ຢは「෇Ճ価஋をߴΊる」といった、৽た

な行ಈを͜ىす͜とがॏ要で͋るՄೳ性がࣔࠦ

されている。

ୈ24ਤɹ業੷のมԽ཰（ܦӦํ਑ผɺ中ԝ஋）（中നୈ2���9ਤ）
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˗੒௕ʹ̢͚ͨ޲ˍ̖

͜͜からは、̢ˍ̖にͭいて֬ೝする。事業

承継・Ҿ継͗支援センλーでは、中小企業の̢

ˍ̖のマονンά支援౳を行っているが、同セ

ンλー΁の相談社数や、第三者承継੒໿݅数

は૿Ճしଓ͚ている΄か、ࢠ会社・関連会社が

૿Ճした中小企業のׂ߹は2012年から上ঢし

ている͜とが分かり、中小企業においても̢ˍ

̖が活発化している͜とがࣔされている。

まͣ、̢ˍ̖࣮࣌ࢪにお͚る、外෦の機関の

活༻状況にͭいて、「ଞ社事業のৡड・ങऩ（ങ

い手ଆ）」では、「ۚ༥機関」が࠷も多く、次い

で「̢ˍ̖஥հ業者」、「੫ཧ士・ެೝ会ܭ士」

となった。Ұํ、「ࣗ社事業のৡ౉・ച٫（ച

り手ଆ）」では、「̢ˍ̖஥հ業者」が࠷も多く、

次いで「ۚ༥機関」、「੫ཧ士・ެೝ会ܭ士」と

なっている。

次に、̢ˍ̖の࣮ޮࢪՌにͭいて֬ೝする。

2017年度にお͚る̢ˍ̖の࣮ࢪ༗無ผに経ৗ

རӹのਪҠをݟると（ୈ2�図）、2020年度Ҏ߱

において、「2017年度に࣮ࢪした企業」のํが、

「2017 ʙ 2021年度のؒҰ੾࣮ࢪしていない企

業」よりも、経ৗརӹ౳を向上さͤている͜と

が分かる。̢ˍ̖の࣮ࢪ௚ޙは経営౷߹౳にί

ストを要したものの、౷߹がਐΉにͭれて࣮ࢪ

ޮՌがࡏݦ化しているՄೳ性をࣔしている。

ୈ2�ਤɹܦৗརӹのਪҠ（̢ˍ̖の࣮ࢪ༗無ผ）（中നୈ2���2�ਤ）
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次に、̢ˍ̖のຬ足度にͭいて঺հする。̢

ˍ̖の相手ઌとの関܎ผに、̢ˍ̖࣮ޮࢪՌに

ͭいてのຬ足度を֬ೝしたと͜Ζ、「ଞ社事業

のৡड・ങऩ（ങい手ଆ）」、「ࣗ社事業のৡ౉・

ച٫（ചり手ଆ）」のいͣれにおいても、「ຬ足」

ຢは「ややຬ足」と回౴したׂ߹が࠷もߴいの

は「同Ұのࡒ・αーϏスをఏڙしているڝ߹ଞ

社」で͋る͜とが分かり、ൢ࿏֦େや生産ઃඋ

のڞ༗といった̢ˍ̖によるγナジーޮՌをݟ

Έやすい͜とが要Ҽで͋ると考えられる。Ұࠐ

ํ、「औҾ・資ۚަྲྀがない企業、ڝ߹関܎に

ない企業」を相手ઌとした場߹は、ຬ足度が௿

いとの݁Ռがࣔされている。特に、「ଞ社事業

のৡड・ങऩ（ങい手ଆ）」では、「やや不ຬ」、

「不ຬ」と回౴したׂ߹がߴく、相手ઌのϏジ

ωスϞσルや経営࣮ଶを೺Ѳする͜とが೉し

く、̢ˍ̖によるγナジーޮՌをࠐݟΈͮらい

Մೳ性が考えられる。

1.*（経営౷߹、1ost .erHer *nteHrBtJon）

も̢ˍ̖のຬ足度をߴΊるたΊにॏ要で͋ると

ࣔࠦされている。ങい手ଆ企業΁のΞンέート

݁Ռを֬ೝしたと͜Ζ、̢ˍ̖੒ཱલの1.*に

ͭいて、「相手ઌ経営者とのίミϡχέーγϣ

ンを通͡た相ޓཧղ」、̢ˍ̖੒ཱޙの1.*に

ͭいては、「相手ઌै業員とのίミϡχέーγ

ϣンを通͡た相ޓཧղ」、「相手ઌ経営者とのί

ミϡχέーγϣンを通͡た相ޓཧղ」にऔり૊

Μだ企業が、̢ˍ̖によってߴいຬ足度をಘて

いる͜とが分かった。さらに、「中小1.*ΨΠ

υϥΠン」（中小企業ி）
10

に͋るように、ങい手

10　 中小企業ி<2022>h 中小1.* ΨΠυϥΠンʙ中小̢ˍ̖を੒ޭにಋくたΊにʙʱ

ଆは、ചり手ଆの「ཧղ」をಘるたΊに、ࣗ社

の໨ࢦす࢟や経営໨ඪをࣔすとともに、その࣮

を۩体化する͜とや、それを社ےに向͚たಓݱ

外に発৴しཧղをਂΊるたΊのऔ૊を࣮ࢪする

͜とで、ߴいຬ足度をಘられている͜ともࣔさ

れている。

˗中小企業ͱؒ઀ۚ༥

͜͜からは、人ࡐとฒΜでॏ要な経営資ݯと

なる「資ۚௐୡ」にͭいて、そのऔ૊状況やޮ

Ռなどを分析する。

企業向͚ିग़ߴ࢒のਪҠを֬ೝしたと͜Ζ、

છ֦େԼにおいてେ෯に૿Ճ。そײછ঱のײ

のޙ、資ۚ܁り支援のҰ८も͋り、૿Ճ཰はॖ

小したが、足ԼではҾきଓき૿Ճ܏向に͋る。

ۚ༥機関によるۚ༥஥հ機ೳは、ґવとして企

業ۚ༥において不Մܽな໾ׂをՌたしていると

考えられる。

また、ۚ༥機関は、資ۚのग़し手だ͚ではな

く、経営支援の担い手としてもظ待される。ۚ

༥機関による経営支援のར༻༗無に関する企

業΁のΞンέートௐࠪにͭいて、2015年と

2023年の݁Ռをൺֱした（ୈ2�図、ୈ2�図）。

͜れをݟると、全ての経営支援αーϏスにおい

て、「ड͚た͜とが͋る」と回౴した企業のׂ

߹が૿えている͜とから、͜の݁Ռだ͚からҰ

概にいえないものの、数年ؒでۚ༥機関が経営

支援に஫力し、そのऔ૊が中小企業にਁಁし

ている͜とがうかがえる。
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ୈ2�ਤɹ中小企業ʹ͓͚Δۚ༥͔ؔػΒのܦӦࢧԉαʔϏεのར༻ঢ়گ（20��年ௐࠪ）（中നୈ2�2�2�ਤ）

ୈ2�ਤɹ௚ۙ̏年ؒఔ౓ʹ͓͚Δɺۚ༥ؔػʹΑΔܦӦࢧԉのར༻༗無（中നୈ2�2�20ਤ）
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˗中小企業ͱΤΫΠςΟɾϑΝΠφϯε

੒௕資ۚのௐୡํ๏として஫໨されているΤ

ΫΠテΟ・ϑΝΠナンスは、आೖれとҟなり定

తなঈؐをするඞ要がなく、さらに、外෦株ظ

ओからの経営・事業໘での支援もظ待できる͜

とから、௅ઓにదした手ஈで͋ると考えられる。

ΤΫΠテΟ・ϑΝΠナンスにظ待するϝϦοト

をฉいたΞンέートௐࠪでは、「資ۚ܁りが҆

定する」、「ฦࡁ不要の資ۚを֬อできる」、「ۚ

༥機関からのධ価が上がる」、「ग़資者からの経

営支援をड͚られる」といった回౴が多くなっ

ている。

Ұํ、ΤΫΠテΟ・ϑΝΠナンスは、ؒ઀ۚ

༥にൺべてग़資者ଆのϦスΫがߴいたΊ、企業

はࣗ社の特௃や੒௕ઓུ、企業価஋向上のಓ

౳をग़資者に対して۩体త・આಘతにઆ໌すے

る͜とがܽかͤない。ΤΫΠテΟ・ϑΝΠナン

スの活༻に当たっては、Ψόナンスのߏங・強

化を通͡た૊৫తな経営の࢓૊Έをద੾にಋ

ೖする͜とがٻΊられる。຋ってग़資者ଆにお

いても、ϦスΫ௿ݮのたΊにもग़資ઌ企業΁の

経営支援に஫力している࢟がݟてऔれる。企

業がΤΫΠテΟ・ϑΝΠナンスのग़資者からड

͚ている経営支援を֬ೝすると（ୈ2�図）、「資

ࡒ・も多く、次いで「経営໘࠷り支援」が܁ۚ

務໘にお͚るॿݴ」、「経営؅ཧ（؅ཧ会ܭ౳）

の強化」となっている。「特にない」と回౴し

た企業をআくと、65ˋఔ度の企業が、ग़資者か

ら経営支援をड͚ている͜とが分かった。

ୈ2�ਤɹΤΫΠςΟɾϑΝΠφϯεのग़͔ऀࢿΒड͚͍ͯΔܦӦࢧԉ（中നୈ2�2�49ਤ）
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業ऀࣄ໛ن小͏͔޲ཱͪʹӦ՝୊ܦ

લड़のとおり、ײછ঱の̑ྨҠ行に൐い、経

社会のਖ਼ৗ化がਐΉ中で小規模事業者の業ࡁ

況൑அ%*が足Լでは໿30年Ϳりのߴਫ४をه

࿥するなど、໌るいஹしがݟられる。Ұํで、

小規模事業者は、中小企業とൺべてച上不ৼ

のׂ߹がߴく、ݫしい経営環境に͋る。͜のよ

うな状況の中で、小規模事業者がച上げを֬

อし、事業を࣋ଓతに発లさͤていくたΊには、

「ώト・Ϟϊ・Χω」といった経営資ݯを活༻

していく͜とがॏ要になると考えられる。そ͜

で、今年の小規模企業白書では、小規模事業

者が௚໘する課題やそれらに対応するたΊの

औ૊にͭいて分析を行った。

˗小ن໛ࣄ業ऀのܦӦ՝୊

企業規模ผの経営上の໰題఺をݟると（ୈ

2�図）、ै業員20人ະຬの規模の小さい事業者

は、中小企業とൺべて「ച上不ৼ」の઎Ίるׂ

߹がߴく、ൺֱతݫしい経営環境に͋るといえ

る。

ୈ29ਤɹܦӦ্の໰୊点（企業ن໛ผɺ202�年�0ʵ�2月）（小നୈ2����ਤ）



2024.8 33

また、小規模事業者に「特にॏ要と考える経

営課題」を֬ೝすると（ୈ��図）、「ൢ࿏開୓・

マーέテΟンά」、「人手不足」、「資ۚ܁り」౳

の経営課題をॏࢹする܏向に͋る͜とがΘか

る。小規模事業者は、͜れらの課題に対応しな

がら、ച上げを֬อし事業を࣋ଓతに発లさͤ

ていく͜とがॏ要と考えられる。

ୈ�0ਤɹಛʹॏཁͱ͑ߟΔܦӦ՝୊（小നୈ2���2ਤ）
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˗小ن໛ࣄ業ऀのച্͛の֬อʹ͚ͨ޲औ૊

企業がച上げを֬อするたΊには、ࣗ社が

औりѻう੡඼・αーϏスの෇Ճ価஋にݟ߹った

దਖ਼な価格をઃ定する͜とがॏ要で͋る。

事業者に੡඼・αーϏスの༏Ґ性の価格൓

ө状況を֬ೝしたと͜Ζ、ίストを೺Ѳしてい

る事業者΄ど、ࣗ社੡඼・αーϏスの༏Ґ性を

価格に൓өできている͜とが分かり、దਖ਼な価

格をઃ定するたΊには、ίスト೺Ѳが༗ޮで͋

る͜とがࣔࠦされた。

また、ൢ࿏開୓にऔり૊Μでいる小規模事業

者を対৅として、٬ސλーήοトの໌֬化状況

ผに、2023年の年ؒച上ݟߴ通しをݟると（ୈ

�1図）、ൢ࿏開୓に向͚たऔ૊を行っている事

業者のうち、٬ސλーήοトを「໌֬にできて

いる」事業者΄ど、2023年のച上ݟߴ通しに

ͭいて2019年とൺֱして「େ෯に૿Ճ」、「૿Ճ」

と回౴するׂ߹がߴい܏向に͋る͜とが分か

る。͜の͜とから、ൢ࿏開୓を行う上で、٬ސ

λーήοトを໌֬にする͜とがॏ要だとࣔࠦさ

れる。

ୈ��ਤɹ202�年の年ؒച্ݟߴ௨͠（٬ސλʔήοτの໌֬Խঢ়گผɺ20�9年ൺ）（小നୈ2�����ਤ）ୈ��ਤɹ202�年の年ؒച্ݟߴ௨͠（٬ސλʔήοτの໌֬Խঢ়گผɺ20�9年ൺ）（小നୈ2�����ਤ）
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業ɾ૑業ʹΑΔ৽ͨͳ୲͍खى˗

2013年からの開業අ༻のਪҠをݟると（ୈ

�2図）、開業අ༻のগֹ化がਐΈ、૑業にνャ

レンジしやすい環境が生まれているといえる。

開業企業の࿑ಇ生産性はଘଓ企業とൺֱして

11　総務省・経ࡁ産業省「ྩ࿨̏年経ࡁセンαスʵ活ಈௐࠪ」再ฤՃ工。͜͜での「ଘଓ企業」とは、ฏ੒28年度、ྩ࿨̏年度の２࣌఺でଘࡏが֬ೝで
　　きた企業をࢦす。

向に͋り܏いߴ
11

、͜うした૑業にνャレンジし

やすい環境で、৽たな事業者が生まれる͜とは

զが国全体の࿑ಇ生産性の向上にͭながるՄ

ೳ性がࣔࠦされている。

ୈ�2ਤɹ։業අ༻のฏۉ஋ɾ中ԝ஋のਪҠ（小നୈ2�2��2ਤ）
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中小企業ɾ小ن໛ࣄ業ऀΛ͑ࢧΔࢧ
ԉؔػ

͜͜までݟてきたように、中小企業・小規模

事業者は、෺価ߴಅ・人手不足など、Ҿきଓき

༷ʑな課題に௚໘しており、͜れらの経営課題

のղ決を支援してきた支援機関
12

の໾ׂは今ޙ

もॏ要となると考えられる。

そ͜で、今年の白書では支援機関のݱ状と

課題、支援体制の強化にͭいて分析を行った。

12　͜͜での「支援機関」とは、商工会・商工会議所、よΖͣ支援ڌ఺、ۚ༥機関、੫・๏務関܎士業・中小企業਍அ士・ίンαルλント౳のೝ定経営ֵ
　　৽౳支援機関౳をࢦす。

˗中小企業ɾ小ن໛ࣄ業ऀΛ͑ࢧΔࢧԉؔػ

支援機関の活ಈ状況ผに、小規模事業者の

2023年の営業རӹのݟ通しをݟると（ୈ��図）、

支援機関を「活༻している」事業者は、「活༻

していない」事業者よりも、営業རӹのݟ通し

が「ࣈࠇ」となるׂ߹がߴい܏向に͋る͜とも

分かった。支援機関の活༻は、事業者の業੷

໘に޷ӨڹをもたらすՄೳ性が͋り、事業者に

とって支援機関のଘࡏは今ޙもॏ要と考えられ

る。

ୈ��ਤɹ202�年のӦ業རӹのݟ௨͠（ࢧԉؔػの׆༻ঢ়گผ）（小നୈ2����ਤ）ୈ��ਤɹ202�年のӦ業རӹのݟ௨͠（ࢧԉؔػの׆༻ঢ়گผ）（小നୈ2����ਤ）
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の๊͑Δ՝୊ؔػԉࢧ˗

支援機関ଆも課題を๊えている。支援機関

が事業者に対して支援を行うࡍの課題として、

「支援人員の不足」（61.9�）、「支援ϊ΢ϋ΢・

஌ݟの不足」（56.6�）が上Ґを઎Ίた。また、

2019年とൺֱした１か月のฏۉతな相談員Ұ

人当たり支援݅数を֬ೝしたと͜Ζ、「૿Ճし

た」と回౴したׂ߹が໿ׂ̒となっており、相

談員の業務負担がେきくなっているՄೳ性がࣔ

ࠦされる。

また、支援機関ଐ性ผに支援機関が୯ಠで

対応できる経営課題を֬ೝしたと͜Ζ、経営課

題のうち「事業ܭըࡦ定」、「資ۚ܁り」、「経営

改善」、「૑業」は全ての支援機関において対応

できるׂ߹がߴい。Ұํで、「生産ઃඋ૿強、

ٕज़・研究開発」や「୤୸ૉ化・̜̭」は対

応できるׂ߹が௿く、支援機関ごとに対応でき

る経営課題にはҧいが͋る͜とがࣔࠦされてい

る。

Խڧのମ੍ؔػԉࢧ˗

લड़のとおり、支援機関は、事業者からͤد

られる相談݅数が૿ՃするҰํ、人手不足や

支援ϊ΢ϋ΢の不足といった課題を๊えてい

る。支援機関が୯ಠで対応できる経営課題にも

͹らͭきが͋る༷ࢠがࣔࠦされ、支援機関同士

の連携など、支援体制強化にऔり૊Ή͜とがॏ

要で͋る。ଞ機関との連携が経営課題全ൠの

ղ決に༩えるޮՌを֬ೝしたと͜Ζ、໿ׂ̕の

支援機関がଞ支援機関と連携する͜とが経営

課題のղ決に「ͭながっている」、「͋るఔ度ͭ

ながっている」と回౴している。また、ଞ機関

に対するཧղ度ผに、ଞ機関との連携が経営

課題全ൠのղ決に༩えるޮՌをݟると（ୈ��

図）、ଞ機関にͭいてཧղできている支援機関

΄ど、支援機関同士で連携する͜とが経営課題

全ൠのղ決に「ͭながっている」と回౴するׂ

߹がߴく、ଞ機関との連携に当たっては、連携

相手に対するཧղ度をߴΊる͜とがॏ要ともࣔ

ࠦされている。
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Ҏ上、2024年൛白書を঺հしてきた。本ߘが、

ܹしい環境変化の中、中小企業・小規模事業

者が小さなऔ૊でも行ಈを͜ىしていく͜と、

また、それらを支える支援機関の日ࠒの活ಈの

Ұॿとなる͜とをئっている。白書本文では、

本ߘでׂѪした分析を多数掲載している΄か、

企業事ྫも๛෋にऔり上げており、ごҰಡࣀれ

れ͹޾いで͋る。

  

　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ҏ上

ୈ�4ਤɹଞؔػͱの࿈ܦ͕ܞӦ՝୊શൠのղܾʹ༩͑ΔޮՌ（ଞؔػʹର͢Δཧղ౓ผ）（小നୈ2����9ਤ）


